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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

上記の事項につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、当社ウェブサイト（アドレス

https://home.saison.co.jp/）に掲載することにより株主の皆さまに提供しております。

表紙
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　　３社

連結子会社名　　　　　　　　　世存信息技術（上海）有限公司

株式会社アプレッソ

ＨＵＬＦＴ，　Ｉｎｃ．

主要な非連結子会社の名称等　　ＨＵＬＦＴ　Ｐｔｅ．Ｌｔｄ．
 

連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した非連結子会

社の名称等

ＨＵＬＦＴ　Ｐｔｅ．Ｌｔｄ．

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち世存信息技術（上海）有限公司の決算日は12月31日であり、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

　なお、株式会社アプレッソ及びＨＵＬＦＴ，　Ｉｎｃ．の決算日は連結決算日と一致しており

ます。

－ 1 －
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(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）

・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

なお、組込デリバティブを区分して測定することができない

複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上

しております。

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ

時価法

ハ．たな卸資産

　たな卸資産の評価基準は原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法）によっております。

・商品　　　　　　　　　　　個別法

・仕掛品　　　　　　　　　　個別法

・貯蔵品　　　　　　　　　　先入先出法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

・有形固定資産　　　　　　　定額法によっております。

（リース資産以外）　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　８年～18年

工具、器具及び備品　３年～20年

・リース資産　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

なお、主なリース期間は５年～７年です。

ロ．無形固定資産

・市場販売目的のソフトウェア 製品ごとの未償却残高を見込販売収益を基礎として当連結会

計年度の実績販売収益に対応して計算した金額と残存有効期

間に基づく均等配分額のいずれか多い金額で償却しておりま

す。

－ 2 －
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・自社利用のソフトウェア

（リース資産以外）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

・リース資産　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。

なお、主なリース期間は５年～７年です。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ．受注損失引当金　　　　　　受注案件に係る将来の損失に備えるため、受注済案件のうち

当連結会計年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当

該損失額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌

連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を引当計上して

おります。なお、当該引当金は、これに対応する仕掛品と相

殺表示しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．完成工事高及び完成工事

原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められるプロジェクトについては工事進行基準を適用し、そ

の他のプロジェクトについては、工事完成基準を適用してお

ります。なお、工事進行基準を適用するプロジェクトの当連

結会計年度末における進捗度の見積りは原価比例法によって

おります。

ロ．のれんの償却方法及び

償却期間

10年間の定額法により償却しております。

－ 3 －
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ハ．退職給付に係る会計処理

の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し

ております。

ニ．消費税等の会計処理　　　　税抜方式を採用しております。

ホ．連結納税制度の適用　　　　連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を

当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰

延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

  有形固定資産の減価償却累計額 5,359,224千円

－ 4 －
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株 式 数 ( 千 株 )

普 通 株 式 16,200 － － 16,200

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

2018年６月21日開催の第49期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 566,984千円

・１株当たり配当金額 35円

・基準日 2018年３月31日

・効力発生日 2018年６月22日

2018年10月30日開催の取締役会決議による中間配当に関する事項

・配当金の総額 161,995千円

・１株当たり配当金額 10円

・基準日 2018年９月30日

・効力発生日 2018年12月３日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

2019年６月19日開催の第50期定時株主総会決議において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 566,984千円

・１株当たり配当金額 35円

・基準日 2019年３月31日

・効力発生日 2019年６月20日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

(3) 当連結会計年度末における新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

－ 5 －

連結注記表



2019/05/21 22:19:46 / 19516257_株式会社セゾン情報システムズ_招集通知

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、運転資金及び設備資金については原則として自己資金を充当することとし

つつも、資金計画等に照らして、必要な資金を銀行等からの借入により調達しております。余

剰資金の運用については、短期運用は預金等、長期運用は主に安全性の高い債券等を対象に運

用しております。

　また、運用の判断は安全性（元金や利子の支払に対する確実性）、流動性（換金の制約や換

金の容易性）、収益性（利息、配当等の収益）を考慮して行っております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　受取手形及び売掛金は事業活動から生じた営業債権であり顧客の信用リスクが存在します。

有価証券及び投資有価証券は主に金銭信託、債券及び業務上の関係を有する企業の株式等であ

り、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスク等が存在します。敷金は主に事業所を賃借

する際に支出したものであり、預入先の信用リスクが存在します。

　支払手形及び買掛金は事業活動から生じた営業債務であり、全て１年以内に支払期日が到来

します。設備関係未払金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資等に係

る資金調達を目的としたものであります。未払法人税等は法人税、住民税及び事業税に係る債

務であり、全て１年以内に納付期日が到来します。

③　金融商品に係るリスク管理体制

（ア）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　受取手形及び売掛金については、営業管理規程に従い営業管理担当部門で取引先の信用

状況を把握するとともに、債権管理規程に従い財務経理担当部門で債権回収の期日管理を

行い、回収懸念の早期把握に努めております。

　債券については、金融資産運用管理規程に基づき一定の格付以上のものを投資対象とし

信用リスクの軽減を図っております。

　敷金については、信用度の高い企業と賃貸借契約を結ぶこととしております。

（イ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　有価証券や投資有価証券については、定期的に時価や発行会社の財政状態等を把握し、

満期保有目的の債券以外のものは、定期的に保有継続について検討を行っております。

（ウ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　手許流動性については、財務経理担当部門で月次において将来一定期間の資金収支の見

込を作成するとともに、その見込との乖離を随時把握することで流動性リスクを管理して

おります。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

－ 6 －
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⑤　信用リスクの集中

　当連結会計年度の連結決算日における営業債権のうち36.8％は大口顧客２社に対するもので

あります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており

ません（（注）２を参照ください。）。

連結貸借対照表
計 上 額

（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

(1) 現金及び預金 8,367,632 8,367,632 －

(2) 受取手形及び売掛金 3,135,111

貸倒引当金　※ △121,336

3,013,775 3,013,775 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 288,158 288,158 －

(4) 敷金 581,202 581,202 －

資産計 12,250,769 12,250,769 －

(1) 支払手形及び買掛金 1,555,235 1,555,235 －

(2) リース債務
（１年内返済予定含む）

144,037 144,284 247

(3) 設備関係未払金 57,221 57,221 －

(4) 未払法人税等 132,752 132,752 －

負債計 1,889,247 1,889,494 247

※受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

　（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

　すべて短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

－ 7 －

連結注記表



2019/05/21 22:19:46 / 19516257_株式会社セゾン情報システムズ_招集通知

(2) 受取手形及び売掛金

　すべて短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

　なお、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当金を信用リスクとみな

し、それを控除したものを帳簿価額とみなしております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

　時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。

(4) 敷金

　時価の算定は、合理的に見積もった敷金の返還予定時期に基づき、国債の利率で割り引

いた現在価値によっております。なお、国債の利率がマイナスの場合は、割引率をゼロと

して時価を算定しております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(3) 設備関係未払金、(4) 未払法人税等

　すべて短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(2) リース債務（１年内返済予定含む）

　時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 8 －
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　（注）２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分
連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

（千円）

関 係 会 社 株 式 96,384

非 上 場 株 式 273,451

そ の 他 560,720

合 計 930,555

(1) 関係会社株式及び非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、「資産(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(2) その他は、投資事業有限責任組合への出資のうち組合財産が非上場株式等、時価を把握

することが極めて困難と認められるもので構成されているため、「資産(3) 有価証券及

び投資有価証券」には含めておりません。

　（注）３　リース債務の連結決算日後の返済予定額

区 分
１ 年 以 内
（千円）

１ 年 超
２ 年 以 内
（千円）

２ 年 超
３ 年 以 内
（千円）

３ 年 超
４ 年 以 内
（千円）

４ 年 超
５ 年 以 内
（千円）

リ ー ス 債 務 46,586 47,065 47,548 1,877 959

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 807円69銭

(2) １株当たり当期純利益 125円56銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

親会社株主に帰属する当期純利益 2,034,076千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 2,034,076千円

普通株式の期中平均株式数 16,199,554株

－ 9 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ．満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）

ロ．子会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法

ハ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

なお、組込デリバティブを区分して測定することができない

複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上

しております。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ　　　　　　　　時価法

③　たな卸資産

　たな卸資産の評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

によっております。

イ．商品　　　　　　　　　　　個別法

ロ．仕掛品　　　　　　　　　　個別法

ハ．貯蔵品　　　　　　　　　　先入先出法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

イ．有形固定資産　　　　　　　定額法を採用しております。

（リース資産以外）　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　８年～18年

工具、器具及び備品　３年～20年

ロ．リース資産　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

なお、主なリース期間は５年～７年です。

②　無形固定資産

イ．市場販売目的のソフトウ

ェア

製品ごとの未償却残高を見込販売収益を基礎として当事業年

度の実績販売収益に対応して計算した金額と残存有効期間に

基づく均等配分額のいずれか多い金額で償却しております。

ロ．自社利用のソフトウェア

（リース資産以外）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。
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ハ．リース資産　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

なお、主なリース期間は５年～７年です。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付の支出に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し

ております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対

照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。

④　受注損失引当金　　　　　　　受注案件に係る将来の損失に備えるため、受注済案件のうち

当事業年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当該損

失額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌事業

年度以降に発生が見込まれる損失を引当計上しております。

なお、当該引当金は、これに対応する仕掛品と相殺表示して

おります。
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(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事

進行基準を適用し、その他のプロジェクトについては、工事完成基準を適用しております。

　なお、工事進行基準を適用するプロジェクトの当事業年度末における進捗度の見積りは原価比

例法によっております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　①　消費税等の会計処理

　　税抜方式を採用しております。

②　連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰

延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,308,504千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。

　短期金銭債権 558,486千円

　短期金銭債務 435,836千円

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額

営業取引（収益分） 6,098,971千円

営業取引（費用分） 959,726千円

営業取引以外の取引 393,770千円

(2) 関係会社株式評価損

　当社の連結子会社である世存信息技術（上海）有限公司に対する評価損208,384千円及びＨＵＬ

ＦＴ，Ｉｎｃ．に対する評価損503,210千円であります。
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

当 事 業 年 度
期首株式数（株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

普 通 株 式 446 － － 446

合 計 446 － － 446

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

繰越欠損金 1,990,144千円

関係会社株式評価損 386,237

賞与引当金 261,212

資産除去債務 118,250

退職給付引当金 89,730

その他 232,517

小計 3,078,092

評価性引当額 △1,629,083

繰延税金資産合計 1,449,008

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 △75,954千円

その他有価証券評価差額金 △15,077

繰延税金負債合計 △91,031

繰延税金資産の純額 1,357,976
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

種 類
会社等の
名称又は
氏 名

所在地

資 本 金
又 は 出
資 金
(百万円)

事 業 の
内容又は
職 業

議 決 権
等 の 所
有(被所
有)割合
(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

その他の
関係会社

㈱クレデ
ィセゾン

東京都
豊島区

75,929
総合信販
業

被所有
直　接
46.84

情報処理
サービス
の提供等

営 業
取 引

情報処理
サービス
等の販売

6,047,101
売 掛 金 525,952

前 受 金 53,797

　（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

情報処理サービス等の販売については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない

他の当事者と同様の条件によっております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、その他の期末残高には消費税等が含ま

れております。

(2) 子会社及び関連会社等

種 類
会社等の
名称又は
氏 名

所在地
資 本 金
又 は 出
資 金

事 業 の
内容又は
職 業

議 決 権
等 の 所
有(被所
有)割合
(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社

㈱アプレッソ
東京都
港 区

267
百万円

パッケー
ジソフト
ウェア開
発・販売

所有
直接
100.00

パッケージソ
フトウェアの
代 理 販 売

C M S 預 り 金 △367,679
預 り 金 351,210

CMS預り金利息 41

受 取 配 当 金 358,020 － －

世存信息技
術(上海)有
限公司

中 国
500

百万円

パッケー
ジソフト
ウェア開
発・販売

所有
直接
100.00

パッケージソ
フトウェアの
代 理 販 売
役 員 の 兼 任

増 資 の 引 受 300,000 － －

HULFT,Inc. 米 国
1,450万
米ドル

パッケー
ジソフト
ウェア開
発・販売

所有
直接
100.00

パッケージソ
フトウェアの
代 理 販 売
役 員 の 兼 任

増 資 の 引 受 720,655 － －

　（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

CMS預り金は、当社グループ内におけるキャッシュ・マネジメント・システムの利用によ

るもので、利息については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。なお、取引

金額については、純額で表示しております。

２．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

３．増資の引受については、同社が行った増資を全額引受けたものであります。
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(3) 兄弟会社等

種 類
会社等の
名称又は
氏 名

所在地

資 本 金
又 は 出
資 金
(百万円)

事 業 の
内容又は
職 業

議 決 権
等 の 所
有(被所
有)割合
(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

その他の
関係会社
の子会社

㈱キュー
ビ タ ス

東京都
新宿区

100
クレジッ
トサービ
ス 業

なし
情報処理
サービス
の提供等

営 業
取 引

情報処理
サービス
等の販売

3,670,666
売 掛 金 627,687

前 受 金 20,121

　（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

情報処理サービス等の販売については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない

他の当事者と同様の条件によっております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、その他の期末残高には消費税等が含ま

れております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 829円64銭

(2) １株当たり当期純利益 140円35銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純利益 2,273,628千円

普通株式に係る当期純利益 2,273,628千円

普通株式の期中平均株式数 16,199,554株
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９．重要な後発事象に関する注記

（共通支配下の取引等）

当社は、2019年１月30日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社アプレッソ

を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。この契約に基づき、当社は

2019年４月１日付で株式会社アプレッソを吸収合併いたしました。

(1)取引の概要

①結合当事企業の名称及び当該事業の内容

結合当事企業の名称　株式会社アプレッソ

事業の内容　　　　　パッケージソフトウェア開発・販売事業等

②企業結合日

2019年４月１日

③企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社、株式会社アプレッソを吸収合併消滅会社とする吸収合併

④結合後企業の名称

株式会社セゾン情報システムズ

⑤その他取引の概要に関する事項

株式会社アプレッソはパッケージソフトウェア開発・販売事業等を行っております。

このたび、当社は、当社グループにおける経営資源の集中・有効活用を図るとともに、パ

ッケージソフトウェア開発・販売事業等を再編することで、当社グループの経営基盤の強化

と経営の効率化を図ることを目的として、株式会社アプレッソを吸収合併することといたし

ました。

(2)実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取

引として処理する予定であります。
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